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IX 特定課題 

○ 学校における教育活動のうち、支援教育、キャリア教育、いのちの授業、教員研修、

自分づくり・人づくりという５つの特定課題に注目して教職員、保護者、一般県民に聞

くことで、現状と今後の取組みに向けた課題を把握することにした。 

 

○ 支援教育については、小中高の教職員は順に「就学前に、保護者が学校選択について

相談できる体制を充実させる」、「自立と社会参加を見据えた適切な指導・支援や就労支

援の充実を図る」、「小・中・高等学校での子どもへの支援に、特別支援学校がもつ専門

的な知識や機能を活用する」必要があるとする回答の割合が高くなっている。 

特別支援学校の教職員は「小・中・高等学校での子どもへの支援に、特別支援学校が

もつ専門的な知識や機能を活用する」必要があるとする回答の割合が最も高くなってい

る。次いで「自立と社会参加を見据えた適切な指導・支援や就労支援の充実を図る」、「就

学前に、保護者が学校選択について相談できる体制を充実させる」ことが並んでいる。 

○ 一方、小中高の保護者は共に、「就学前に、保護者が学校選択について相談できる体制

を充実させる」必要があるとの回答の割合が最も高くなっている。次いで、小中学校の

保護者は順に「普段は地域の学校にある“通常の学級”で学ばせ、必要に応じて“特別

支援学級や通級指導教室”で学ばせる」、「自立と社会参加を見据えた適切な指導・支援

や就労支援の充実を図る」となっている。高等学校の保護者は順に「自立と社会参加を

見据えた適切な指導・支援や就労支援の充実を図る」、「普段は地域の学校にある“通常

の学級”で学ばせ、必要に応じて“特別支援学級や通級指導教室”で学ばせる」となっ

ている。 

特別支援学校の保護者は「自立と社会参加を見据えた適切な指導・支援や就労支援の

充実を図る」必要があるとする回答の割合が高くなっている。次いで、「就学前に、保

護者が学校選択について相談できる体制を充実させる」、「小・中・高等学校での子ども

への支援に、特別支援学校がもつ専門的な知識や機能を活用する」の順になっている。 

 

○ キャリア教育については、小中高の教職員共に「希望や目標をもって生きる意欲や態

度の形成」、「社会の一員としての自覚と責任の形成」を期待する回答の割合が高くなっ

ている。 

次いで、小学校教職員は「学ぶことの意義の理解と主体的な学習態度の形成」、中学校

教職員は「望ましい職業観や勤労観の確立」、高等学校教職員と特別支援学校教職員は「将

来設計の立案と社会的自立への準備」となっている。 

 

○ いのちの授業については、小中高の教職員共に順に「他者への思いやりや他者との関

わりの大切さに気づくこと」、「自己の大切さを感じること」、「生命や生物の尊さを感じ

ること」を期待する回答の割合が高くなっている。 

 

○ 研修のあり方については、いずれの学校段階の教職員においても、順に「学校が抱え

る共通の課題に応じた校内研修」、「学校外で開催される講座や実習などの研修」、「地域

の学校が抱える課題に対して近隣の学校が合同で行う研修」が望ましいとする回答の割

合が高くなっている。 

回答の割合が最も高い項目を前回調査と比較すると、平成 17 年度調査結果では、高等

学校教職員は「学校外で開催される講座や実習などの研修」となっている。 

○ また、「研修の際に重視すること」について、小中高の教職員共に「研修の成果を職場

の教職実践に生かせる研修であること」、「共通の課題意識をもつ人と一緒に解決の方途

を協議し、探究する研修であること」とする回答の割合が高くなっている。 

次いで、小学校教職員は「指導力の高い教職員から直接指導を受ける研修であること」、

中学校と高等学校の教職員は「多様な研修形態の中から、必要に応じて選択できること」

となっている。特別支援学校教職員は「研修の成果を職場の教職実践に生かせる研修で

あること」、「多様な研修形態の中から、必要に応じて選択できること」、「共通の課題意

識をもつ人と一緒に解決の方途を協議し、探究する研修であること」の順になっている。 
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○ 「生涯にわたる自分づくり」について、一般県民は、「自然・歴史・風土・文化芸術・

産業・観光などのかながわの魅力を生かした学びの場の充実」、「地域の人々が互いに学

び合えるコミュニティの充実」、「大学や民間企業等における学び直しの機会の充実」を

期待する回答の割合が高くなっている。 

○ 一方で、「生涯を通じた教育・『人づくり』」として自分自身が取り組んでいることとし

ては、「家庭における育児・子育て等の取組み」、「学校における子どもや成人に対する取

組み」、「市町村行政における子どもや成人に対する取組み」と回答する割合が高くなっ

ている。 

また、『今後期待する教育・「人づくり」の場』として回答の割合が高いのは、「学校」、

「家庭」、「地域」の順となっている 

 

IX‐1 支援を必要とする子どもへの対応 

教職員と保護者に、「支援を必要とする子どもへの対応」について必要なことを聞いたと

ころ、回答の割合が高かった項目は、小中高等学校の教職員では、「就学前に、保護者が

学校選択について相談できる体制を充実させる」、「自立と社会参加を見据えた適切な指

導・支援や就労支援の充実を図る」、「小・中・高等学校での子どもへの支援に、特別支援

学校がもつ専門的な知識や機能を活用する」であり、小中学校の保護者では、「就学前に、

保護者が学校選択について相談できる体制を充実させる」、「普段は地域の学校にある“通

常の学級”で学ばせ、必要に応じて“特別支援学級や通級指導教室”で学ばせる」、「自立

と社会参加を見据えた適切な指導・支援や就労支援の充実を図る」であった。高等学校の

保護者では、「就学前に、保護者が学校選択について相談できる体制を充実させる」、「自

立と社会参加を見据えた適切な指導・支援や就労支援の充実を図る」、「普段は地域の学校

にある“通常の学級”で学ばせ、必要に応じて“特別支援学級や通級指導教室”で学ばせ

る」であり、特別支援学校教職員では、「小・中・高等学校での子どもへの支援に、特別支

援学校がもつ専門的な知識や機能を活用する」、「自立と社会参加を見据えた適切な指導・

支援や就労支援の充実を図る」、「就学前に、保護者が学校選択について相談できる体制を

充実させる」、特別支援学校保護者では、「自立と社会参加を見据えた適切な指導・支援や

就労支援の充実を図る」、「就学前に、保護者が学校選択について相談できる体制を充実さ

せる」、「小・中・高等学校での子どもへの支援に、特別支援学校がもつ専門的な知識や機

能を活用する」であった。 

 

『支援を必要とする子どもへの対応』について教職員と保護者に聞いたところ、回答の

割合が高かった項目は、小学校教職員では、「就学前に、保護者が学校選択について相談

できる体制を充実させる」(57.4%)、「自立と社会参加を見据えた適切な指導・支援や就労

支援の充実を図る」(45.6%)、「小・中・高等学校での子どもへの支援に、特別支援学校が

もつ専門的な知識や機能を活用する」(43.4%)であり、小学校保護者では、「就学前に、保

護者が学校選択について相談できる体制を充実させる」(58.5%)、「普段は地域の学校にあ

る“通常の学級”で学ばせ、必要に応じて“特別支援学級や通級指導教室”で学ばせる」

(48.3%)、「自立と社会参加を見据えた適切な指導・支援や就労支援の充実を図る」(41.7%)

であった。 

中学校教職員では、「就学前に、保護者が学校選択について相談できる体制を充実させ

る」(56.5%)、「自立と社会参加を見据えた適切な指導・支援や就労支援の充実を図る」

(56.3%)、「小・中・高等学校での子どもへの支援に、特別支援学校がもつ専門的な知識や

機能を活用する」(44.7%)であり、中学校保護者では、「就学前に、保護者が学校選択につ

いて相談できる体制を充実させる」(59.8%)、「普段は地域の学校にある“通常の学級”で

学ばせ、必要に応じて“特別支援学級や通級指導教室”で学ばせる」(48.0%)、「自立と社

会参加を見据えた適切な指導・支援や就労支援の充実を図る」(45.6%)であった。 

高等学校教職員では、「就学前に、保護者が学校選択について相談できる体制を充実さ

せる」(56.2%)、「自立と社会参加を見据えた適切な指導・支援や就労支援の充実を図る」

(48.1%)、「小・中・高等学校での子どもへの支援に、特別支援学校がもつ専門的な知識や
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機能を活用する」(35.1%)であり、高等学校保護者では、「就学前に、保護者が学校選択に

ついて相談できる体制を充実させる」(60.0%)、「自立と社会参加を見据えた適切な指導・

支援や就労支援の充実を図る」(48.0%)、「普段は地域の学校にある“通常の学級”で学ば

せ、必要に応じて“特別支援学級や通級指導教室”で学ばせる」(42.6%)であった。 

特別支援学校教職員では、「小・中・高等学校での子どもへの支援に、特別支援学校がも

つ専門的な知識や機能を活用する」(59.8%)、「自立と社会参加を見据えた適切な指導・支

援や就労支援の充実を図る」(58.2%)、「就学前に、保護者が学校選択について相談できる

体制を充実させる」(58.2%)であり、特別支援学校保護者では、「自立と社会参加を見据え

た適切な指導・支援や就労支援の充実を図る」(61.5%)、「就学前に、保護者が学校選択に

ついて相談できる体制を充実させる」(56.2%)、「小・中・高等学校での子どもへの支援に、

特別支援学校がもつ専門的な知識や機能を活用する」(44.6%)であった。（表Ⅸ-1、図Ⅸ-1

～5 参照） 

 

表 IX-1 支援を必要とする子どもへの対応(上位５項目) 

  教職員 保護者 

１位 

就学前に、保護者が学校選択について相談でき

る体制を充実させる 

 

就学前に、保護者が学校選択について相談でき

る体制を充実させる 

56.4% 59.0% 

２位 

自立と社会参加を見据えた適切な指導・支援や

就労支援の充実を図る 
普段は地域の学校にある“通常の学級”で学ば

せ、必要に応じて“特別支援学級や通級指導教

室”で学ばせる 

49.2% 45.6% 

３位 

小・中・高等学校での子どもへの支援に、特別

支援学校がもつ専門的な知識や機能を活用する 

 

自立と社会参加を見据えた適切な指導・支援や

就労支援の充実を図る 

43.0% 45.3% 

４位 

普段は地域の学校にある“通常の学級”で学ば

せ、必要に応じて“特別支援学級や通級指導教

室”で学ばせる 

“通常の学級”と“特別支援学級や特別支援学

校”の子ども同士の交流を充実させる 

35.8% 31.8% 

５位 

“通常の学級”と“特別支援学級や特別支援学

校”の子ども同士の交流を充実させる 

 

小・中・高等学校での子どもへの支援に、特別

支援学校がもつ専門的な知識や機能を活用する 

30.8% 24.2% 
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図 IX-1 支援を必要とする子どもへの対応(教職員、保護者) 
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自立と社会参加を見据えた適切な指
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普段は地域の学校にある“通常の学

級”で学ばせ、必要に応じて“特別

支援学級や通級指導教室”で学ばせ

る

“通常の学級”と“特別支援学級や

特別支援学校”の子ども同士の交流

を充実させる

小・中・高等学校での子どもへの支

援に、特別支援学校がもつ専門的な

知識や機能を活用する

地域の学校にある“特別支援学級”

で学ばせる

小・中・高等学校と特別支援学校と

の間で、互いに移行・転学すること

を推進する

地域の学校にある“通常の学級”で

学ばせる

県立高等学校内に設置されている

“特別支援学校の分教室※”で学ば

せる

その他

無回答

合計

(n=5,678)

教職員

(n=2,046)

保護者

(n=3,632)

自立と社会参加を見据えた適切な指導・
支援や就労支援の充実を図る

就学前に、保護者が学校選択について相
談できる体制を充実させる

小・中・高等学校での子どもへの支援に、
特別支援学校がもつ専門的な知識や機能
を活用する

普段は地域の学校にある“通常の学級”
で学ばせ、必要に応じて“特別支援学級
や通級指導教室”で学ばせる

小・中・高等学校と特別支援学校との間
で、互いに移行・転学することを推進す
る

地域の学校にある“特別支援学級”で学
ばせる

県立高等学校内に設置されている“特別
支援学校の分教室”で学ばせる

“通常の学級”と“特別支援学級や特別
支援学校”の子ども同士の交流を充実さ
せる

地域の学校にある“通常の学級”で学ば
せる

無回答

その他
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図 IX-2 支援を必要とする子どもへの対応(教職員、保護者：小学校) 
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小・中・高等学校での子どもへの

支援に、特別支援学校がもつ専門

的な知識や機能を活用する

地域の学校にある“特別支援学

級”で学ばせる

小・中・高等学校と特別支援学校

との間で、互いに移行・転学する

ことを推進する
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“特別支援学校の分教室”で学ば
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その他

地域の学校にある“通常の学級”

で学ばせる

無回答

合計

(n=2,054)

教職員(n=875)

保護者(n=1,179)

自立と社会参加を見据えた適切な指導・
支援や就労支援の充実を図る
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小・中・高等学校での子どもへの支援に、
特別支援学校がもつ専門的な知識や機能
を活用する

普段は地域の学校にある“通常の学級”
で学ばせ、必要に応じて“特別支援学級
や通級指導教室”で学ばせる

小・中・高等学校と特別支援学校との間
で、互いに移行・転学することを推進す
る

地域の学校にある“特別支援学級”で学
ばせる

県立高等学校内に設置されている“特別
支援学校の分教室”で学ばせる

“通常の学級”と“特別支援学級や特別
支援学校”の子ども同士の交流を充実さ
せる

地域の学校にある“通常の学級”で学ば
せる

無回答

その他
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図 IX-3 支援を必要とする子どもへの対応(教職員、保護者：中学校) 
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“通常の学級”と“特別支援学級

や特別支援学校”の子ども同士の

交流を充実させる

小・中・高等学校での子どもへの

支援に、特別支援学校がもつ専門

的な知識や機能を活用する

地域の学校にある“特別支援学

級”で学ばせる

小・中・高等学校と特別支援学校

との間で、互いに移行・転学する

ことを推進する

地域の学校にある“通常の学級”

で学ばせる

県立高等学校内に設置されている

“特別支援学校の分教室”で学ば

せる

その他

無回答

合計

(n=1,641)

教職員(n=474)

保護者(n=1,167)

自立と社会参加を見据えた適切な指導・
支援や就労支援の充実を図る

就学前に、保護者が学校選択について相
談できる体制を充実させる

小・中・高等学校での子どもへの支援に、
特別支援学校がもつ専門的な知識や機能
を活用する

普段は地域の学校にある“通常の学級”
で学ばせ、必要に応じて“特別支援学級
や通級指導教室”で学ばせる

小・中・高等学校と特別支援学校との間
で、互いに移行・転学することを推進す
る

地域の学校にある“特別支援学級”で学
ばせる

県立高等学校内に設置されている“特別
支援学校の分教室”で学ばせる

“通常の学級”と“特別支援学級や特別
支援学校”の子ども同士の交流を充実さ
せる

地域の学校にある“通常の学級”で学ば
せる

無回答

その他
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図 IX-4 支援を必要とする子どもへの対応(教職員、保護者：高等学校) 

 
 

58.8%

48.0%

39.4%

28.5%

27.5%

14.5%

11.6%

6.6%

5.9%

1.8%

1.3%

56.2%

48.1%

31.8%

26.0%

35.1%

19.5%

11.9%

6.5%

8.9%

0.4%

0.9%

60.0%

48.0%

42.6%

29.6%

24.3%

12.5%

11.5%

6.7%

4.6%

2.4%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

就学前に、保護者が学校選択につ

いて相談できる体制を充実させる

自立と社会参加を見据えた適切な

指導・支援や就労支援の充実を図

る

普段は地域の学校にある“通常の

学級”で学ばせ、必要に応じて

“特別支援学級や通級指導教室…

“通常の学級”と“特別支援学級

や特別支援学校”の子ども同士の

交流を充実させる

小・中・高等学校での子どもへの

支援に、特別支援学校がもつ専門

的な知識や機能を活用する

地域の学校にある“特別支援学

級”で学ばせる

小・中・高等学校と特別支援学校

との間で、互いに移行・転学する

ことを推進する

地域の学校にある“通常の学級”

で学ばせる

県立高等学校内に設置されている

“特別支援学校の分教室”で学ば

せる

無回答

その他

合計

(n=1,506)

教職員(n=447)

保護者(n=1,059)

自立と社会参加を見据えた適切な指導・
支援や就労支援の充実を図る

就学前に、保護者が学校選択について相
談できる体制を充実させる

小・中・高等学校での子どもへの支援に、
特別支援学校がもつ専門的な知識や機能
を活用する

普段は地域の学校にある“通常の学級”
で学ばせ、必要に応じて“特別支援学級
や通級指導教室”で学ばせる

小・中・高等学校と特別支援学校との間
で、互いに移行・転学することを推進す
る

地域の学校にある“特別支援学級”で学
ばせる

県立高等学校内に設置されている“特別
支援学校の分教室”で学ばせる

“通常の学級”と“特別支援学級や特別
支援学校”の子ども同士の交流を充実さ
せる

地域の学校にある“通常の学級”で学ば
せる

無回答

その他
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図 IX-5 支援を必要とする子どもへの対応(教職員、保護者：特別支援学校) 

 

  

59.6%

57.4%

53.7%

35.2%

26.2%

17.9%

12.3%

4.3%

3.4%

3.4%

0.3%

58.2%

58.2%

59.8%

35.6%

25.3%

22.2%

13.4%

4.1%

2.6%

2.6%

0.0%

61.5%

56.2%

44.6%

34.6%

27.7%

11.5%

10.8%

4.6%

4.6%

4.6%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自立と社会参加を見据えた適切な

指導・支援や就労支援の充実を図

る

就学前に、保護者が学校選択につ

いて相談できる体制を充実させる

小・中・高等学校での子どもへの

支援に、特別支援学校がもつ専門

的な知識や機能を活用する

“通常の学級”と“特別支援学級

や特別支援学校”の子ども同士の

交流を充実させる

普段は地域の学校にある“通常の

学級”で学ばせ、必要に応じて

“特別支援学級や通級指導教…

小・中・高等学校と特別支援学校

との間で、互いに移行・転学する

ことを推進する

地域の学校にある“特別支援学

級”で学ばせる

その他

地域の学校にある“通常の学級”

で学ばせる

県立高等学校内に設置されている

“特別支援学校の分教室※”で学

ばせる

無回答

合計

(n=324)

教職員(n=194)

保護者(n=130)

自立と社会参加を見据えた適切な指導・
支援や就労支援の充実を図る

就学前に、保護者が学校選択について相
談できる体制を充実させる

小・中・高等学校での子どもへの支援に、
特別支援学校がもつ専門的な知識や機能
を活用する

普段は地域の学校にある“通常の学級”
で学ばせ、必要に応じて“特別支援学級
や通級指導教室”で学ばせる

県立高等学校内に設置されている“特別
支援学校の分教室”で学ばせる

小・中・高等学校と特別支援学校との間
で、互いに移行・転学することを推進す
る

地域の学校にある“特別支援学級”で学
ばせる

地域の学校にある“通常の学級”で学ば
せる

“通常の学級”と“特別支援学級や特別
支援学校”の子ども同士の交流を充実さ
せる

その他

無回答
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IX‐2 「キャリア教育」へ期待するもの 

「キャリア教育への期待」について、教職員に聞いたところ、すべての校種で回答の割

合が高かった項目は、「希望や目標をもって生きる意欲や態度の形成」、「社会の一員として

の自覚と責任の形成」であり、次いで小学校教職員では「学ぶことの意義の理解と主体的

な学習態度の形成」、中学校教職員では「望ましい職業観や勤労観の確立」、高等学校教職

員と特別支援学校教職員では「将来設計の立案と社会的自立への準備」の回答の割合が高

かった。 

また、回答の割合が最も高かった項目を平成 17年度調査結果と比較すると、いずれの調

査においても、すべての校種の教職員の回答で「希望や目標をもって生きる意欲や態度の

形成」の割合が最も高かった。平成 25 年度調査では小学校 60.1%、中学校 51.7%、高等学

校 44.3%、特別支援学校 62.9%であり、平成 17 年度調査では小学校 56.2%、中学校 51.8%、

高等学校 42.1%、特別支援学校 46.8%であった。 

 

『「キャリア教育」へ期待するもの』について教職員に聞いたところ、回答の割合が高か

った項目は、「希望や目標をもって生きる意欲や態度の形成」(小学校：60.1%、中学校：51.7%、

高等学校：44.3%、特別支援学校：62.9%)であり、次いで、「社会の一員としての自覚と責

任の形成」(小学校教職員：51.5%、中学校：48.9%、高等学校：40.3%、特別支援学校：42.8%)

の割合が高い。さらに、小学校教職員では「学ぶことの意義の理解と主体的な学習態度の

形成」(25.0%)、中学校教職員では「望ましい職業観や勤労観の確立」(27.4%)、高等学校

教職員と特別支援学校教職員では「将来設計の立案と社会的自立への準備」(高等学校：

33.3%、特別支援学校：33.5%)の回答の割合が高かった。（表Ⅸ-2、図Ⅸ-6 参照） 

 

表 IX-2 「キャリア教育」へ期待するもの(上位５項目) 

  教職員(小) 教職員(中) 教職員(高) 教職員(特) 

１

位 

希望や目標をもって生

きる意欲や態度の形成 

 

希望や目標をもって生

きる意欲や態度の形成 

希望や目標をもって生

きる意欲や態度の形成 

希望や目標をもって生

きる意欲や態度の形成 

60.1% 51.7% 44.3% 62.9% 

２

位 

社会の一員としての自

覚と責任の形成 

 

社会の一員としての自

覚と責任の形成 

社会の一員としての自

覚と責任の形成 

社会の一員としての自

覚と責任の形成 

51.5% 48.9% 40.3% 42.8% 

３

位 

学ぶことの意義の理解

と主体的な学習態度の

形成 

望ましい職業観や勤労

観の確立 

将来設計の立案と社会

的自立への準備 

将来設計の立案と社会

的自立への準備 

25.0% 27.4% 33.3% 33.5% 

４

位 

望ましい職業観や勤労

観の確立 

 

将来設計の立案と社会

的自立への準備 

学ぶことの意義の理解

と主体的な学習態度の

形成 

学ぶことの意義の理解

と主体的な学習態度の

形成 

24.0% 25.9% 30.9% 23.7% 

５

位 

将来設計の立案と社会

的自立への準備 

 

学ぶことの意義の理解

と主体的な学習態度の

形成 

望ましい職業観や勤労

観の確立 

望ましい職業観や勤労

観の確立 

19.7% 24.1% 25.3% 22.7% 
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図 IX-6 「キャリア教育」へ期待するもの(教職員) 

 
  

54.2%

46.6%

25.7%

25.2%

24.8%

12.9%

8.2%

0.7%

1.3%

60.1%

51.5%

25.0%

19.7%

24.0%

12.1%

7.3%

0.3%

0.2%

51.7%

48.9%

24.1%

25.9%

27.4%

13.5%

7.2%

0.6%

0.2%

44.3%

40.3%

30.9%

33.3%

25.3%

15.9%

8.3%

0.9%

0.4%

62.9%

42.8%

23.7%

33.5%

22.7%

7.7%

12.4%

1.5%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

希望や目標をもって生きる

意欲や態度の形成

社会の一員としての自覚と

責任の形成

学ぶことの意義の理解と主

体的な学習態度の形成

将来設計の立案と社会的自

立への準備

望ましい職業観や勤労観の

確立

フリーターやニートの増加

への対策

進学や就職など卒業学年に

偏った指導の改善

その他

無回答

教職員合計

(n=2,046)

小学校

(n=875)

中学校

(n=474)

高等学校

(n=447)

特別支援学校

(n=194)

社会の一員としての自覚
と責任の形成

希望や目標をもって生き
る意欲や態度の形成

望ましい職業観や勤労観
の確立

学ぶことの意義の理解と
主体的な学習態度の形成

進学や就職など卒業学年
に偏った指導の改善

フリーターやニートの増
加への対策

その他

将来設計の立案と社会的
自立への準備

無回答



284 

 

平成 17 年度調査との比較 

 

『「キャリア教育」へ期待するもの』について回答の割合が高かった項目を平成 17 年度

調査結果と比較すると、小学校教職員の回答は平成 25年度調査では「希望や目標をもって

生きる意欲や態度の形成」(60.1%)、「社会の一員としての自覚と責任の形成」(51.5%)、「学

ぶことの意義の理解と主体的な学習態度の形成」(25.0%)であり、平成 17 年度調査では「希

望や目標をもって生きる意欲や態度の形成」(56.2%)、「社会の一員としての自覚と責任の

形成」(45.0%)、「学ぶことの意義の理解と主体的な学習態度の形成」(24.2%)であった。 

中学校教職員の回答は平成 25年度調査では「希望や目標をもって生きる意欲や態度の形

成」(51.7%)、「社会の一員としての自覚と責任の形成」(48.9%)、「望ましい職業観や勤労

観の確立」(27.4%)であり、平成 17 年度調査では「希望や目標をもって生きる意欲や態度

の形成」(51.8%)、「社会の一員としての自覚と責任の形成」(39.4%)、「望ましい職業観や

勤労観の確立」(24.1%)であった。 

高等学校教職員の回答は平成 25 年度調査では「希望や目標をもって生きる意欲や態度の

形成」(44.3%)、「社会の一員としての自覚と責任の形成」(40.3%)、「将来設計の立案と社

会的自立への準備」(33.3%)であり、平成 17 年度調査では「希望や目標をもって生きる意

欲や態度の形成」(42.1%)、「社会の一員としての自覚と責任の形成」(41.0%)、「望ましい

職業観や勤労観の確立」(24.3%)であった。 

特別支援学校教職員の回答は平成 25 年度調査では「希望や目標をもって生きる意欲や態

度の形成」(62.9%)、「社会の一員としての自覚と責任の形成」(42.8%)、「将来設計の立案

と社会的自立への準備」(33.5%)であり、平成 17 年度調査では「希望や目標をもって生き

る意欲や態度の形成」(46.8%)、「社会の一員としての自覚と責任の形成」(30.9%)、「将来

設計の立案と社会的自立への準備」(28.7%)であった。（表Ⅸ-3 参照） 

 

表 IX-3 「キャリア教育」へ期待するもの(上位５項目) 

  

教職員(小) 教職員(中) 

(平成 25 年度) (平成 17 年度) (平成 25 年度) (平成 17 年度) 

n=875 n=806 n=474 n=515 

１

位 

希望や目標をもって

生きる意欲や態度の

形成 

希望や目標をもって

生きる意欲や態度の

形成 

希望や目標をもって

生きる意欲や態度の

形成 

希望や目標をもって

生きる意欲や態度の

形成 

60.1% 56.2% 51.7% 51.8% 

２

位 

社会の一員としての

自覚と責任の形成 

 

社会の一員としての

自覚と責任の形成 

社会の一員としての

自覚と責任の形成 

社会の一員としての

自覚と責任の形成 

51.5% 45.0% 48.9% 39.4% 

３

位 

学ぶことの意義の理

解と主体的な学習態

度の形成 

学ぶことの意義の理

解と主体的な学習態

度の形成 

望ましい職業観や勤

労観の確立 

望ましい職業観や勤

労観の確立 

25.0% 24.2% 27.4% 24.1% 

４

位 

望ましい職業観や勤

労観の確立 

 

将来設計の立案と社

会的自立への準備 

将来設計の立案と社

会的自立への準備 

学ぶことの意義の理

解と主体的な学習態

度の形成 

24.0% 17.7% 25.9% 23.7% 

５

位 

将来設計の立案と社

会的自立への準備 

望ましい職業観や勤

労観の確立 

学ぶことの意義の理

解と主体的な学習態

度の形成 

将来設計の立案と社

会的自立への準備 

19.7% 16.3% 24.1% 23.1% 
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教職員(高) 教職員(特) 

(平成 25 年度) (平成 17 年度) (平成 25 年度) (平成 17 年度) 

n=447 n=354 n=194 n=188 

１

位 

希望や目標をもって

生きる意欲や態度の

形成 

希望や目標をもって

生きる意欲や態度の

形成 

希望や目標をもって

生きる意欲や態度の

形成 

希望や目標をもって

生きる意欲や態度の

形成 

44.3% 42.1% 62.9% 46.8% 

２

位 

社会の一員としての

自覚と責任の形成 

 

社会の一員としての

自覚と責任の形成 

社会の一員としての

自覚と責任の形成 

社会の一員としての

自覚と責任の形成 

40.3% 41.0% 42.8% 30.9% 

３

位 

将来設計の立案と社

会的自立への準備 

 

望ましい職業観や勤

労観の確立 

将来設計の立案と社

会的自立への準備 

将来設計の立案と社

会的自立への準備 

33.3% 24.3% 33.5% 28.7% 

４

位 

学ぶことの意義の理

解と主体的な学習態

度の形成 

将来設計の立案と社

会的自立への準備 

学ぶことの意義の理

解と主体的な学習態

度の形成 

学ぶことの意義の理

解と主体的な学習態

度の形成 

30.9% 23.4% 23.7% 25.5% 

５

位 

望ましい職業観や勤

労観の確立 

学ぶことの意義の理

解と主体的な学習態

度の形成 

望ましい職業観や勤

労観の確立 

望ましい職業観や勤

労観の確立 

25.3% 23.2% 22.7% 18.6% 
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IX‐3 「いのちの授業」へ期待するもの 

「いのちの授業への期待」について、教職員に聞いたところ、回答の割合が高かった項

目はすべての校種で「他者への思いやりや他者との関わりの大切さに気づくこと」、「自己

の大切さを感じること」、「生命や生物の尊さを感じること」の順であった。 

 

『「いのちの授業」へ期待するもの』について教職員に聞いたところ、回答の割合が高か

った項目は、すべての校種で「他者への思いやりや他者との関わりの大切さに気づくこと」

(小学校：80.9%、中学校：83.1%、高等学校：76.7%、特別支援学校：82.5%)、「自己の大切

さを感じること」(小学校：75.0%、中学校：63.9%、高等学校：53.0%、特別支援学校：62.4 %)、

「生命や生物の尊さを感じること」(小学校：24.6%、中学校：27.4%、高等学校：27.7%、

特別支援学校：33.5%)の順であった。（表Ⅸ-4、図Ⅸ-7 参照） 

 

表 IX-4 「いのちの授業」へ期待するもの(上位５項目) 

  教職員(小) 教職員(中) 教職員(高) 教職員(特) 

１位 

他者への思いやりや

他者との関わりの大

切さに気づくこと 

他者への思いやりや

他者との関わりの大

切さに気づくこと 

他者への思いやりや

他者との関わりの大

切さに気づくこと 

他者への思いやりや

他者との関わりの大

切さに気づくこと 

80.9% 83.1% 76.7% 82.5% 

２位 

自己の大切さを感じ

ること 

 

自己の大切さを感じ

ること 

自己の大切さを感じ

ること 

自己の大切さを感じ

ること 

75.0% 63.9% 53.0% 62.4% 

３位 

生命や生物の尊さを

感じること 

 

生命や生物の尊さを

感じること 

生命や生物の尊さを

感じること 

生命や生物の尊さを

感じること 

24.6% 27.4% 27.7% 33.5% 

４位 

社会と関わることの

大切さに気づくこと 

 

社会と関わることの

大切さに気づくこと 

社会と関わることの

大切さに気づくこと 

社会と関わることの

大切さに気づくこと 

8.3% 10.3% 15.2% 9.8% 

５位 

自然の豊かさや環境

保全の大切さを感じ

ること 

災害や事故から、いの

ちを守ること 

自然の豊かさや環境

保全の大切さを感じ

ること 

自然の豊かさや環境

保全の大切さを感じ

ること 

4.0% 6.1% 7.8% 7.7% 
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図 IX-7 「いのちの授業」へ期待するもの(教職員) 

 
  

78.4%

64.4%

26.1%

10.2%

5.0%

4.9%

3.0%

0.6%

1.1%

80.9%

75.0%

24.6%

8.3%

3.2%

4.0%

2.2%

0.7%

0.1%

83.1%

63.9%

27.4%

10.3%

6.1%

3.2%

3.4%

0.2%

0.0%

76.7%

53.0%

27.7%

15.2%

7.4%

7.8%

4.5%

1.1%

0.7%

82.5%

62.4%

33.5%

9.8%

6.7%

7.7%

3.1%

0.5%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

他者への思いやりや他者との

関わりの大切さに気づくこと

自己の大切さを感じること

生命や生物の尊さを感じるこ

と

社会と関わることの大切さに

気づくこと

災害や事故から、いのちを守

ること

自然の豊かさや環境保全の大

切さを感じること

人類の文化や歴史を理解し、

継承しようとすること

その他

無回答

教職員合計

(n=2,046)

小学校

(n=875)

中学校

(n=474)

高等学校

(n=447)

特別支援学校

(n=194)

自己の大切さを感じること

他者への思いやりや他者との
関わりの大切さに気づくこと

災害や事故から、いのちを守
ること

生命や生物の尊さを感じるこ
と

人類の文化や歴史を理解し、
継承しようとすること

自然の豊かさや環境保全の大
切さを感じること

その他

社会と関わることの大切さに
気づくこと

無回答
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IX‐4 教育課題の解決に向けた望ましい研修のあり方 

現在の様々な教育課題の解決に向けた「望ましい研修のあり方」について、回答の割合

が高かった項目は、すべての校種で「学校が抱える共通の課題に応じた校内研修」、「学校

外で開催される講座や実習などの研修」、「地域の学校が抱える課題に対して近隣の学校が

合同で行う研修」の順であった。 

また、回答の割合が最も高かった項目を平成 17年度調査結果と比較すると、小中学校及

び特別支援学校の教職員の回答で、いずれの調査においても、「学校が抱える共通の課題に

応じた校内研修」の割合が最も高く、その割合は、平成 25 年度調査では小学校 82.2%、中

学校 80.0%、特別支援学校 64.9%であり、平成 17年度調査では小学校 66.6%、中学校 52.8%、

特別支援学校 65.2%であった。高等学校教職員の回答で最も割合の高かった項目は平成 25

年度調査では「学校が抱える共通の課題に応じた校内研修」(69.8%)であり、平成 17 年度

調査では「学校外で開催される講座や実習などの研修」(58.0%)高等学校の教職員の回答で

あった。 

 

『教育課題の解決に向けた望ましい研修のあり方』について教職員に聞いたところ、回

答の割合が高かった項目は、すべての校種で「学校が抱える共通の課題に応じた校内研修」

(小学校：82.2%、中学校：80.0%、高等学校：69.8%、特別支援学校：64.9%)、「学校外で開

催される講座や実習などの研修」(小学校：53.7%、中学校：48.5%、高等学校：53.2%、特

別支援学校：59.8%)、「地域の学校が抱える課題に対して近隣の学校が合同で行う研修」(小

学校：40.2%、中学校：46.4%、高等学校：36.5%、特別支援学校：44.3%)の順であった。（表

Ⅸ-5、図Ⅸ-8 参照） 

 

表 IX-5 教育課題の解決に向けた望ましい研修のあり方(上位５項目) 

  教職員（小） 教職員（中） 教職員（高） 教職員（特） 

１位 

学校が抱える共通の課

題に応じた校内研修 

 

学校が抱える共通の課

題に応じた校内研修 

学校が抱える共通の課

題に応じた校内研修 

学校が抱える共通の課

題に応じた校内研修 

82.2% 80.0% 69.8% 64.9% 

２位 

学校外で開催される講

座や実習などの研修 

 

学校外で開催される講

座や実習などの研修 

学校外で開催される講

座や実習などの研修 

学校外で開催される講

座や実習などの研修 

53.7% 48.5% 53.2% 59.8% 

３位 

地域の学校が抱える課

題に対して近隣の学校

が合同で行う研修 

地域の学校が抱える課

題に対して近隣の学校

が合同で行う研修 

地域の学校が抱える課

題に対して近隣の学校

が合同で行う研修 

地域の学校が抱える課

題に対して近隣の学校

が合同で行う研修 

40.2% 46.4% 36.5% 44.3% 

４位 

職場や自宅でパソコン

やインターネットを活

用して取り組む研修 

職場や自宅でパソコン

やインターネットを活

用して取り組む研修 

職場や自宅でパソコン

やインターネットを活

用して取り組む研修 

職場や自宅でパソコン

やインターネットを活

用して取り組む研修 

11.2% 11.4% 20.6% 17.5% 

５位 

休日に開催される研修 

 

 

夜間に開催される研修 休日に開催される研修 休日に開催される研修 

3.2% 3.2% 4.7% 5.7% 
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図 IX-8 教育課題の解決に向けた望ましい研修のあり方(教職員) 

 
  

75.1%

51.5%

40.1%

13.6%

3.6%

3.2%

2.5%

1.3%

82.2%

53.7%

40.2%

11.2%

3.2%

3.2%

1.6%

0.2%

80.0%

48.5%

46.4%

11.4%

3.0%

2.3%

3.2%

0.2%

69.8%

53.2%

36.5%

20.6%

4.7%

4.7%

4.0%

0.2%

64.9%

59.8%

44.3%

17.5%

5.7%

3.1%

2.1%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

学校が抱える共通の課題に応

じた校内研修

学校外で開催される講座や実

習などの研修

地域の学校が抱える課題に対

して近隣の学校が合同で行う

研修

職場や自宅でパソコンやイン

ターネットを活用して取り組む

研修

休日に開催される研修

その他

夜間に開催される研修

無回答

教職員合計

(n=2,046)

小学校

(n=875)

中学校

(n=474)

高等学校

(n=447)

特別支援学校

(n=194)

学校外で開催される講座や
実習などの研修

学校が抱える共通の課題に
応じた校内研修

休日に開催される研修

地域の学校が抱える課題に
対して近隣の学校が合同で
行う研修

夜間に開催される研修

その他

職場や自宅でパソコンやイ
ンターネットを活用して取
り組む研修

無回答
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平成 17 年度調査との比較 

 

『教育課題の解決に向けた望ましい研修のあり方』について、回答の割合が高かった項

目を平成 17 年度調査結果と比較すると、回答の割合が高かった項目は、小学校教職員の回

答は平成 25 年度調査では「学校が抱える共通の課題に応じた校内研修」(82.2%)、「学校外

で開催される講座や実習などの研修」(53.7%)、「地域の学校が抱える課題に対して近隣の

学校が合同で行う研修」(40.2%)であり、平成 17 年度調査では「学校が抱える共通の課題

に応じた校内研修」(66.6%)、「学校外で開催される講座や実習などの研修」(49.7%)、「地

域の学校が抱える課題に対して近隣の学校が合同で行う研修」(41.7%)であった。 

中学校教職員の回答は平成 25 年度調査では「学校が抱える共通の課題に応じた校内研修」

(80.0%)、「学校外で開催される講座や実習などの研修」(48.5%)、「地域の学校が抱える課

題に対して近隣の学校が合同で行う研修」(46.4%)であり、平成 17 年度調査では「学校が

抱える共通の課題に応じた校内研修」(52.8%)、「学校外で開催される講座や実習などの研

修」(51.4%)、「地域の学校が抱える課題に対して近隣の学校が合同で行う研修」(30.5%)で

あった。 

高等学校教職員の回答は平成 25 年度調査では「学校が抱える共通の課題に応じた校内研

修」(69.8%)、「学校外で開催される講座や実習などの研修」(53.2%)、「地域の学校が抱え

る課題に対して近隣の学校が合同で行う研修」(36.5%)であり、平成 17 年度調査では「学

校外で開催される講座や実習などの研修」(58.0%)、「学校が抱える共通の課題に応じた校

内研修」(56.9%)、「地域の学校が抱える課題に対して近隣の学校が合同で行う研修」(36.7%)

であった。 

特別支援学校教職員の回答は平成 25 年度調査では「学校が抱える共通の課題に応じた校

内研修」(64.9%)、「学校外で開催される講座や実習などの研修」(59.8%)、「地域の学校が

抱える課題に対して近隣の学校が合同で行う研修」(44.3%)であり、平成 17 年度調査では

「学校が抱える共通の課題に応じた校内研修」(65.2%)、「学校外で開催される講座や実習

などの研修」(53.4%)、「地域の学校が抱える課題に対して近隣の学校が合同で行う研修」

(36.8%)であった。（図Ⅸ-9～13 参照） 

 

図 IX-9 教育課題の解決に向けた望ましい研修のあり方(教職員) 
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学校外で開催される講座や

実習などの研修

地域の学校が抱える課題に

対して近隣の学校が合同で

行う研修

職場や自宅でパソコンやイ

ンターネットを活用して取

り組む研修

夜間に開催される研修

休日に開催される研修

その他

平成25年度教職員合計

(n=2,046)

平成17年度教職員合計

(n=1,863)

学校外で開催される講座や実習な
どの研修

学校が抱える共通の課題に応じた
校内研修

休日に開催される研修

地域の学校が抱える課題に対して
近隣の学校が合同で行う研修

夜間に開催される研修

その他

職場や自宅でパソコンやインター
ネットを活用して取り組む研修
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図 IX-10 教育課題の解決に向けた望ましい研修のあり方(教職員：小学校) 

 

 

 

図 IX-11 教育課題の解決に向けた望ましい研修のあり方(教職員：中学校) 
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図 IX-12 教育課題の解決に向けた望ましい研修のあり方(教職員：高等学校) 

 

 

 

図 IX-13 教育課題の解決に向けた望ましい研修のあり方(教職員：特別支援学校) 
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44.3%

17.5%

2.1%

5.7%

3.1%

65.2%

53.4%

36.8%

16.9%

3.7%

3.2%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

学校が抱える共通の課題に

応じた校内研修

学校外で開催される講座や

実習などの研修

地域の学校が抱える課題に

対して近隣の学校が合同で

行う研修

職場や自宅でパソコンやイ

ンターネットを活用して取

り組む研修

夜間に開催される研修

休日に開催される研修

その他

平成25年度特別支援学校

(n=194)

平成17年度特別支援学校

(n=188)

学校外で開催される講座や実習な
どの研修

学校が抱える共通の課題に応じた
校内研修

休日に開催される研修

地域の学校が抱える課題に対して
近隣の学校が合同で行う研修

夜間に開催される研修

その他

職場や自宅でパソコンやインター
ネットを活用して取り組む研修
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IX‐5 研修の際に重視すること 

「研修の際に重視すること」について、教職員に聞いたところ、回答の割合が高かった

項目は、小学校教職員では「研修の成果を職場の教職実践に生かせる研修であること」、「共

通の課題意識をもつ人と一緒に解決の方途を協議し、探究する研修であること」、「指導力

の高い教職員から直接指導を受ける研修であること」であり、中学校と高等学校の教職員

では「研修の成果を職場の教職実践に生かせる研修であること」、「共通の課題意識をもつ

人と一緒に解決の方途を協議し、探究する研修であること」、「多様な研修形態の中から、

必要に応じて選択できること」であり、特別支援学校教職員では「研修の成果を職場の教

職実践に生かせる研修であること」、「多様な研修形態の中から、必要に応じて選択できる

こと」、「共通の課題意識をもつ人と一緒に解決の方途を協議し、探究する研修であること」

であった。 

 

『研修の際に重視すること』について教職員に聞いたところ、回答の割合が高かった項

目は、小学校教職員では、「研修の成果を職場の教職実践に生かせる研修であること」

(53.0%)、「共通の課題意識をもつ人と一緒に解決の方途を協議し、探究する研修であるこ

と」(34.2%)、「指導力の高い教職員から直接指導を受ける研修であること」(31.5%)であり、

中学校と高等学校の教職員では、「研修の成果を職場の教職実践に生かせる研修であるこ

と」(中学校：56.5%、高等学校：44.7%)、「共通の課題意識をもつ人と一緒に解決の方途を

協議し、探究する研修であること」(中学校：33.5%、高等学校：35.1%)、「多様な研修形態

の中から、必要に応じて選択できること」(中学校：27.8%、高等学校：32.9%)であり、特

別支援学校教職員では、「研修の成果を職場の教職実践に生かせる研修であること」(61.3%)、

「多様な研修形態の中から、必要に応じて選択できること」(35.1%)、「共通の課題意識を

もつ人と一緒に解決の方途を協議し、探究する研修であること」(30.9%)であった。（表Ⅸ

-6、図Ⅸ-14 参照） 

 

表 IX-6 研修の際に重視すること(上位５項目) 

  教職員(小) 教職員(中) 教職員(高) 教職員(特) 

１

位 

研修の成果を職場の教

職実践に生かせる研修

であること 

研修の成果を職場の教

職実践に生かせる研修

であること 

研修の成果を職場の教

職実践に生かせる研修

であること 

研修の成果を職場の教

職実践に生かせる研修

であること 

53.0% 56.5% 44.7% 61.3% 

２

位 

共通の課題意識をもつ

人と一緒に解決の方途

を協議し、探究する研

修であること 

共通の課題意識をもつ

人と一緒に解決の方途

を協議し、探究する研

修であること 

共通の課題意識をもつ

人と一緒に解決の方途

を協議し、探究する研

修であること 

多様な研修形態の中か

ら、必要に応じて選択

できること 

34.2% 33.5% 35.1% 35.1% 

３

位 

指導力の高い教職員か

ら直接指導を受ける研

修であること 

多様な研修形態の中か

ら、必要に応じて選択

できること 

多様な研修形態の中か

ら、必要に応じて選択

できること 

共通の課題意識をもつ

人と一緒に解決の方途

を協議し、探究する研

修であること 

31.5% 27.8% 32.9% 30.9% 

４

位 

多様な研修形態の中か

ら、必要に応じて選択

できること 

指導力の高い教職員か

ら直接指導を受ける研

修であること 

所属校の業務の都合に

合わせて、研修機会を

選択できること 

指導力の高い教職員か

ら直接指導を受ける研

修であること 

31.1% 24.1% 27.5% 25.3% 

５

位 

全国や県内の先導的・

先進的な取組みについ

て理解を深める研修で

あること 

全国や県内の先導的・

先進的な取組みについ

て理解を深める研修で

あること 

指導力の高い教職員か

ら直接指導を受ける研

修であること 

全国や県内の先導的・

先進的な取組みについ

て理解を深める研修で

あること 

21.5% 19.8% 20.4% 17.5% 
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図 IX-14 研修の際に重視すること(教職員) 

 

 

  

51.4%

33.0%

30.3%

25.9%

19.7%

18.5%

12.7%

1.0%

1.1%

53.0%

34.2%

31.1%

31.5%

21.5%

15.0%

11.4%

1.1%

0.1%

56.5%

33.5%

27.8%

24.1%

19.8%

19.8%

15.6%

0.2%

0.2%

44.7%

35.1%

32.9%

20.4%

19.7%

27.5%

13.4%

1.1%

0.0%

61.3%

30.9%

35.1%

25.3%

17.5%

16.0%

12.9%

2.1%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

研修の成果を職場の教職実

践に生かせる研修であるこ

と

共通の課題意識をもつ人と

一緒に解決の方途を協議

し、探究する研修であるこ

と

多様な研修形態の中から、

必要に応じて選択できるこ

と

指導力の高い教職員から直

接指導を受ける研修である

こと

全国や県内の先導的・先進

的な取組みについて理解を

深める研修であること

所属校の業務の都合に合わ

せて、研修機会を選択でき

ること

職場や地域の課題に対する

共通認識をもてる研修であ

ること

その他

無回答

教職員合計

(n=2,046)

小学校

(n=875)

中学校

(n=474)

高等学校

(n=447)

特別支援学校

(n=194)

共通の課題意識をもつ人
と一緒に解決の方途を協
議し、探究する研修であ
ること

研修の成果を職場の教職
実践に生かせる研修であ
ること

全国や県内の先導的・先
進的な取組みについて理
解を深める研修であるこ
と

多様な研修形態の中から、
必要に応じて選択できる
こと

所属校の業務の都合に合
わせて、研修機会を選択
できること

指導力の高い教職員から
直接指導を受ける研修で
あること

その他

無回答

職場や地域の課題に対す
る共通認識をもてる研修
であること
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IX‐6 生涯にわたる自分づくりの実践 

「生涯にわたる自分づくり」に期待するものについて、一般県民に聞いたところ、回答

の割合が高かった項目は、「自然・歴史・風土・文化芸術・産業・観光などのかながわの

魅力を生かした学びの場の充実」、「地域の人々が互いに学び合えるコミュニティの充実」、

「大学や民間企業等における学び直しの機会の充実」であった。 

 

『生涯にわたる自分づくりの実践』について一般県民に聞いたところ、回答の割合が高

かった項目は、「自然・歴史・風土・文化芸術・産業・観光などのかながわの魅力を生か

した学びの場の充実」(52.1%)、「地域の人々が互いに学び合えるコミュニティの充実」

(47.8%)、「大学や民間企業等における学び直しの機会の充実」(36.7%)であった。（図Ⅸ-15 

参照） 

 

図 IX-15 生涯にわたる自分づくりの実践(一般県民 n=1,233) 

 
  

52.1%

47.8%

36.7%

30.9%

24.7%

23.3%

19.4%

15.3%

1.1%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自然・歴史・風土・文化芸術・産業・観光

などのかながわの魅力を生かした学びの

場の充実

地域の人々が互いに学び合えるコミュ

ニティの充実

大学や民間企業等における学び

直しの機会の充実

様々な主体が一体となって地域の

防災を考え、行動につなげる場の充実

図書館・美術館・博物館が所蔵する

資料等の充実

美術館・博物館で開催される展覧会

や学習講座の充実

住民の主体的な参画による地域スポ

ーツの振興を図るしくみの充実

文化芸術を創造し、支えていく人材へ

の支援充実

その他

無回答

地域の人々が互いに学び合えるコ
ミュニティの充実

自然・歴史・風土・文化芸術・産
業・観光などのかながわの魅力を
生かした学びの場の充実

図書館・美術館・博物館が所蔵す
る資料等の充実

大学や民間企業等における学び直
しの機会の充実

住民の主体的な参画による地域ス
ポーツの振興を図るしくみの充実

美術館・博物館で開催される展覧
会や学習講座の充実

様々な主体が一体となって地域の
防災を考え、行動につなげる場の
充実

文化芸術を創造し、支えていく人
材への支援充実

その他

無回答
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IX‐7 生涯を通じた教育・「人づくり」の実践 

一般県民に対して、「生涯を通じた教育・『人づくり』」について聞いたところ、自分自身

が取り組んでいることとして回答の割合が高かった項目は、「家庭における育児・子育て

等の取組み」、「学校における子どもや成人に対する取組み」、「市町村行政における子ども

や成人に対する取組み」であり、『今後期待する教育・「人づくり」の場』として回答の割

合が高かった項目は「学校」、「家庭」、「地域」であった。 

 

一般県民に対して、「自らが取り組んでいることの中で教育・『人づくり』だと思うこと

は何か」について聞いたところ、回答の割合が高かった項目は、「家庭における育児・子

育て等の取組み」(81.5%)、「学校における子どもや成人に対する取組み」(56.0%)、「市町

村行政における子どもや成人に対する取組み」(36.0%)であった。 

また、『今後期待する教育・「人づくり」の場』について一般県民に聞いたところ、回答

の割合が高かった項目は、「学校」(83.4％)、「家庭」(80.1％)、「地域」(34.2%)であった。

（図Ⅸ-16,17 参照） 

 

図 IX-16 あなたが、取り組んでいることの中で、教育・「人づくり」だと思うものはどの

ようなことか(一般県民 n=1,233) 

 
 

図 IX-17 あなたが今後期待する教育・「人づくり」の場は何か(一般県民 n=1,233) 

 

81.5%

56.0%

36.0%

25.7%

20.8%

11.5%

2.6%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

1

2

3

4

5

6

7

8

家庭における育児・子育て等の取組み

企業における子どもや成人に対する取
組み

市町村行政における子どもや成人に対
する取組み

その他

県行政における子どもや成人に対する
取組み

地域（ＮＰＯ法人などを含む）におけ
る子どもや成人に対する取組み

学校における子どもや成人に対する取
組み(外部講師として指導する場合も
含みます）

無回答 5.0％

83.4%

80.1%

34.2%

30.2%

25.5%

11.5%

2.1%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

学校（幼稚園・保育所、小学校～

大学等）

家庭

地域（ＮＰＯ法人などを含む）

市町村行政

企業

県行政

その他

無回答

学校（幼稚園・保育所、小
学校～大学等）

家庭

企業

地域（ＮＰＯ法人などを含
む）

その他

県行政

市町村行政

無回答


